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研究成果の概要（和文）： 

 本研究では、従来の地域労働市場に関する概念的展開を整理した後、詳細なフィールドワー
クに基づいて、農家による労働力供給の重要性が低下した現在においても、非大都市圏におい
てローカル・スケールの労働市場としての地域労働市場が成立する論理を明らかにし、ポスト
農家兼業の時代にふさわしい新たな地域労働市場概念の構築を試みる。 

 

研究成果の概要（英文）： 

 In the current rural area, importance of the supply with the farmhouse labor force 
decreases. In this study, I arrange the conceptual development about the conventional 
local labor market. And, based on detailed fieldwork, I try to establish a contemporary 
concept of local labor market. 
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１．研究開始当初の背景 

新規大卒者や専門技術職では、労働力の需
要と供給のマッチングは全国スケールで行
われる。いっぽう一般求職者や新規高卒者の
大部分は、労働力のマッチングが生活圏に相
当するローカルなスケールで完結している。
本研究では、こうしたローカルな労働市場を
地域労働市場と呼ぶ。 

日本において地域労働市場に関する研究
を主導してきた農業経済学や社会政策学に
おいては、地域労働市場の展開を農家にとっ

ての「兼業化」と位置づけ、農地と農家労働
力との結びつきが、地域労働市場の空間スケ
ールがローカルであることを規定するとみ
なしてきた。日本の経済地理学においても、
1980 年代以降、地域労働市場の実態分析が
研究課題の一つとして定着してきた。しかし
労働力の供給主体に措定されていた農家世
帯は非大都市圏においても著しく減少し、地
域労働市場のローカル性を農業によって説
明する妥当性は失われつつある。また、労働
力の需要主体である製造業企業は、分業をグ
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ローバルに拡大する一方で、派遣労働者への
依存を強めてきた。人口高齢化と介護保険制
度の創設などにより、非大都市圏では医療・
福祉サービス業の雇用機会が増大したが、労
働条件が良いとはいえない。 

魅力的な雇用機会を得難い状況となれば、
労働力の広域的な移動が発生するはずであ
る。しかし実際には若者を含めて労働者の地
元定着志向は根強く、労働市場はローカルな
地理的領域性をもって存立している。それは
なぜであろうか。また、今日の地域労働市場
はどのような特徴を持っているのであろう
か。こうした疑問が、本研究着想のきっかけ
である。 

欧米においては「労働の地理学」と呼ばれ
る研究潮流が活発化しており、Peck (1996)”
Work-place”においては、農家労働力という
前提を設けることなく、地域労働市場の概念
に関する緻密な検討が行われている。このこ
とからわかるとおり、本研究の研究課題は、
欧米における「労働の地理学」の問題意識に
通底するものを持っている。 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は、理論的な側面と実証的な
側面に整理できる。 

理論的な側面においては、経済地理学およ
び隣接分野において構築されてきた既存の
地域労働市場概念を再検討し、その到達点と
継承すべき分析視角を見いだした上で、現状
分析に有効性を発揮しうるポスト農家兼業
時代の地域労働市場概念を構築することを
目的とした。すでに述べてきたように、労働
力の需要側、供給側の両面において、従来の
地域労働市場概念が依拠してきた前提は崩
れつつある。本研究では、ローカルなスケー
ルで労働市場が成立していることを所与の
事実とするのではなく、私たちが地域労働市
場と呼ぶものがいかにして成立しているの
かを、改めて問い直そうとした。 

実証的な側面においては、二次資料をマク
ロな空間スケールの下で分析することによ
り、労働市場の地域構造がどのように変化し
たのかを明らかにすることと、フィールドワ
ークに基づいて、マクロな社会経済的変動に
対応して地域労働市場の成り立ちがいかに
変化したのかを、労働者の生活構造と関連づ
けて把握することを目的とした。  Herod 

(2001) “Labor geographies”は、従来の経
済地理学が労働者を生産要素である労働力
商品に還元してきたことを批判し、労働者を
空間編成の主体とみなす研究を”Labor 

geography”「労働の地理学」と呼んだ。その
分析視角を敷衍すれば、少しずつ変化しなが
ら日々繰り返される労働者の生活が、地域労
働市場を作り上げる営力となり、それが組み
上がって労働市場の地域構造を作り上げる

という認識がもたらされる。本研究では、産
業構造の変化に伴う労働力需要の変化に目
配りをしながらも、労働力を供給する労働者
あるいはそれが属する世帯に焦点を当てて、
地域労働市場の概念的深化を図ることを目
指してきた。 

 

３．研究の方法 

理論的研究においては、農業経済学、労働
経済学、社会政策学、経済地理学などの文献
を系統的にレビューし、従来の地域労働市場
の概念を批判的に検討し、実証研究の過程で
の着想を織り込みつつ、労働力の供給主体を
農家世帯員であることを前提としない地域
労働市場編成の論理を展開した。また、 欧
米の経済地理学の新たな潮流である「労働の
地理学」について体系的に検討し、レビュー
論文を執筆した。 
実証研究については、まず、統計資料の分

析によって労働市場の地域構造の変容を把
握した。このことによって、医療・福祉サー
ビスの従事者割合は東北日本よりも西南日
本において高く、これが家族形態の地域差と
関連付けられること、製造業における間接雇
用労働者割合が際立って高い地域が見られ、
それが特定の事業所の雇用方針に起因して
いることなどを明らかにした。 
それらをふまえて、大分県を中心にインテ

ンシブなフィールドワークを実施した。対象
とした業種は、医療・福祉施設の従業員と製
造業における間接雇用労働者が中心である。
当初の予定と業種が若干変わったが、間接雇
用労働者の雇い止め問題の発生を受けて、あ
る自治体が解説した相談窓口における相談
記録を得ることができ、ポスト農家兼業時代
の地域労働市場の実像に迫るという当初の
目的は十分に達成することができた。  
 

４．研究成果 
2010 年度の主な研究成果としては,(1)経

済地理学および隣接分野における地域労働
市場概念の整理(2)統計資料の分析による労
働市場の地域構造の変容の把握(3)対象地域
での資料収集と予備調査が挙げられる.(1)
については,前年度執筆したレビュー論文を
発展させる形で、欧米における「労働の地理
学」の最近の展開についてフォローした。日
本同様、欧米でも派遣や請負などの間接雇用
が増大している。「労働の地理学」では、そ
のことを単なる新奇な現象とは捉えず、新自
由主義下での労働市場の本質を表すものと
捉えていた。この点について、間接雇用に関
する自身の実証研究を踏まえて再検討した
結果、間接雇用の増大に目を向けずして、現
代地域労働市場を理解することはできない
と思うに至った。これを踏まえ、大分県内の
自治体でフィールドワークを実施し、2008 年



秋の雇用危機の際に失職し、自治体の緊急雇
用相談窓口を訪れた間接雇用労働者の面接
記録を入手し、分析を進めた。(2)に位置づ
けた統計分析と、東北ならびに九州で行った
フィールドワークの結果、製造業の雇用が乏
しい地域労働市場においては、医療・福祉を
含む広義の公共セクターの雇用が重要な位
置を占めていることが分かった。しかし公共
セクターの雇用は相対的に高学歴層に振り
分けられるため、低学歴の、特に男性は、地
域労働市場の中で劣位におかれる恐れがあ
る。そこで、公共セクターで働いた経験が若
者のキャリア全体の中でいかなる意味を持
つのかについて、東北での調査を元に論文を
執筆し、九州(大分県・宮崎県)で若者に対し
て行ったインタビュー調査の分析を進めた。
(3)については、主として大分県立図書館や
大分県庁において、地域統計や行政資料を中
心に収集した。 

2011 年度は、間接雇用の増大の実情とそれ
が地域労働市場に及ぼす影響に関して理論
的研究および実証研究を行った。労働力は他
の商品と本質的に異なる擬制的商品である
ため、それが分配される場である労働市場は
多元的な社会的調整なしには存立しえない。
労働力商品の特殊性のうち、経済地理学にお
いて特に重視すべき特性は、労働者から切り
離して流通させることができない点である。
こうした認識のもとで、『産業立地と地域経
済』（分担執筆）においては、戦後日本の労
働市場を経済地理学的に分析する視覚を提
示したうえで実証分析を行った。理論的研究
については、資源論の枠組みを摂取して、労
働力を巨給する労働者と労働力を需要する
資本とを結びつける媒介項に着目しながら、
戦後日本の労働市場の変容を跡付けた原稿
を執筆している。そこでは、バブル崩壊後の
労働市場において、労働力需給の空間的・時
間的ミスマッチを乗り越える媒介項として、
派遣・請負業者が存在感を増していると主張
した。 
また、前年度に入手した自治体の緊急雇用

相談窓口来訪者に関する詳細な資料の分析
を進め、雇用調整に遭遇した多くの労働者の
うち、窓口来訪者がなぜとりわけ困難な状況
に至り、自治体の支援を仰がなければならな
かったのかを明らかにする論文を執筆した。
現在、第三セクターや介護・福祉部門などを
含む広い意味での公共セクターにおける雇
用創出が注目を集めつつあるが、創出される
雇用機会は非正規で期限付きのものがほと
んどである。そこで、自治体の雇用政策の中
で公共セクターがどのような位置づけを与
えられているのかを検討するとともに、公共
セクターの非正規職員として働くことが、若
年者のその後のキャリアにいかなる影響を
及ぼすのかについて、パイロットスタディを

行った。 
2012 年度は、研究の重点をこれまでの研究

成果を単行本として刊行するための準備に
置いた。まず、すでに刊行した「労働の地理
学」に関するレビュー論文および『現代日本
の資源問題』所収の論文を基に、経済地理学
において労働力および労働市場を分析する
枠組みについて検討した。労働力の特性のう
ち、特に重視すべき点は、労働者から切り離
して流通させることができない点である。そ
のことが、一般的な意味での地域労働市場
（local labor market）成立の根底にある。
さらに、労働力は、その特性から需給におけ
る空間的ミスマッチと時間的ミスマッチの
克服が難しく、他の商品では見られないスキ
ル・ミスマッチも発生する。これを乗り越え
るために、労働市場にはさまざまな媒介項
（labor market intermediaries）が発達す
る。こうした認識に立つと、高度成長期にお
いて新規学卒者が学校を媒介項として大都
市圏へと大量に移動したのとは対照的に、主
に農家労働力を包摂する地域労働市場
（rural labor market）が展開した安定成長
期は、雇用機会の側が非大都市圏に進出する
ことで、空間的ミスマッチが克服された時期
であると理解できる。これに対してバブル崩
壊後の労働市場においては、労働力需給の空
間的ミスマッチを乗り越える媒介項として、
派遣・請負業者が存在感を増している。また、
間接雇用は、雇用調整が容易であるため、使
用者にとっては時間的ミスマッチ克服の手
段としても大きな意味を持つ。 
また、非大都市圏における重要な雇用機会

となっている介護・福祉部門を含む公共セク
ターにおいて、どのようなキャリア形成機会
が提供されているかについての調査を、引き
続き実施した。 
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